
【参考資料1】
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管理業務 経営

スタッフ プロフェッショナル（専門職） マネジメント（管理職） GC、CLO、法務出身CEOなど

・若手～中堅や通常の専門職レベル

までを想定。

・上長の指示を受けながら、基本的

な対応ができる。

・シニアな専門職や高度専門職レベ

ルを想定。

・法務担当者として高度な専門性を

身に着けていく者。

・高度な専門性に基づいて、自ら、

チームと、場合によっては法律事務

所等を使いながら、複雑な提案・調

整等を行うことができる。

・法務機能を発揮する組織（法務部

等）の運営を行っていく者（法務部長

等）。

・法務専門家としての能力に加えて、

マネジメントスキルを有し、効率的・

効果的に組織を運営できる。

・「法務担当」の枠を超えて、経営に参

画する立場の者。

・法務専門家としての能力に加えて、社

全体を俯瞰する広い視野を持ち、長期的

視点に立って会社全体にとってのベスト

を判断できる。

担当案件を正確かつス

ピーディに処理する力、ス

ケジュール、段取力

・主体的に自らのスケジュールの立

案・調整し、これを正確かつスピー

ディに処理できる。

・担当する案件の進捗に影響する関

係者の進捗にも配慮してスケジュー

ルの立案・調整し、これを正確かつ

スピーディに処理できる。

自らスケジュールの立案・調整・処理

が行えるだけでなく、部下に適切かつ

迅速に指示できる。

優先順位をつけて、会社全体の案件の

進捗に目を配り、指示を出すことができ

る。

自社の事業の収益構造、

他社との法律的な関係の

理解

・自社の事業の収益構造や法的構造

を理解し、その強み、弱みを理解し

ている。

・自社の収益構造や法的構造にイン

パクトを与える状況の変化を察知で

きる。

・自社の収益構造と自社ビジネスに対

する法規制を理解した上、常に業界の

動向を見極め、会社が次に行うべきこ

とを提案できる。

・会社の長期的な持続的成長のために

必要な情報を常に集め、会社の事業展

開が持続的成長を維持できる方向を

保っていることを確認し、そうでない場

合は方向修正することができる。

・法務担当者として持つべ

き法律等に関する理解

（基礎、専門、業法、手

続、国際等、会計等他分

野）

・業務上必要な法律、政省令、通

知、業界ルールなど事業に適用され

る一連のルールの理解

（関連の法的文書を正確かつ十分に

理解・評価できる水準）。

・業務上必要な法律、政省令、通

知、業界ルールなど事業に適用され

る一連のルールを踏まえ、社内ルー

ルの作成や法的枠組みの提案ができ

る。

・継続的に自己学習がで

きる（教育機関・関係団

体等の活用含む）。

・業務と関連する範囲で、自ら社内

外の学習機会を利用し、継続するこ

とができる。

・業務との関連性に関わらず、自ら

社内外の学習機会を活用し、継続す

ることができる。

・調査すべき事実を特定して、ヒア

リングなどにより情報を収集し、判

断に必要な事実を整理することがで

きる。

・収集した事実及び情報に加えて、

過去の経験則から導かれる適切な推

論を加えて整理、分析して解決すべ

き課題を抽出できる。

・単純な事案で、問題となる法律

（法規範）を調査・特定し、事実へ

のあてはめをして結論を出せる。

・複雑な事案で、問題となる法律及

び法的論点を特定して、規範を解釈

し、事実を分析しあてはめをして、

結論を出せる。

・リスクをリストアップし、現実的

に対処すべきリスクを抽出すること

ができる。

・リスクのリストに対し、現実に対

処すべきリスク及びその大きさを評

価し、優先順位を付けることができ

る。

・文書により法的見解を

表明し、伝える力

・社内向けに法的判断の要点を整理

したメモをまとめることができる。

・社外向けに自社の事実認識と法的

見解等を説明する文書を作成でき

る。

・IT等も活用しつつ、契約

書等の法的文書を起案す

る力

・ＩＴ等も活用して、標準的な契約

書等の法的文書を自ら起案でき、ま

た非標準的な取引の契約書等を上長

のレビューを受けて起案できる。

・非標準的な契約書を自ら起案で

き、下位者に契約書等の起案の指導

ができる。

・法務担当者として、法令

や倫理に従い、「社会の

一員としてあるべき」行動

を判断・実践できる力

・企業倫理に関わるリスクがあると

判断した場合、上長に報告し、その

指示のもと、事実関係を調査し、さ

らに問題があれば関係者に指摘し、

是正を求めることができる。

・インテグリティをもって日々行動

し、他の範となることができる。

・企業倫理に関わるリスクがあると

判断した場合、自ら事実関係の調査

を主導し、さらに問題があれば関係

者に指摘をし、是正を求めることが

できる。

・インテグリティをもって日々行動

し、他の範となることができる。

・レピュテーションを含む経営レベル

の重大なリスクがあると判断した場

合、事実関係の調査を指示し、さらに

問題があれば、経営陣への説得を含

め、関係者に指摘をし、是正を求める

ことができる。

・率先してインテグリティある行動を

示し、他の範となるとともに、組織全

体に対するインテグリティ浸透のため

の活動をリードすることができる。

・レピュテーションを含む経営レベルの

重大なリスクがあると判断した場合、

事実関係の調査を指示し、さらに問題

があれば、場合によっては職責を賭して

でも、経営陣を含めむ関係者の問題行

動をあらゆる手段を尽くして制止でき

る。

・率先してインテグリティある行動を示

し、他の範となるとともに、CEO・

CCOとともにTone at the top を示し、

インテグリティある組織作りとインテグ

リティ文化の醸成を推進することができ

る。

経営法務人材スキルマップ

【ねらい】

概要

【基本的能力】

事務処理力

ビジネスの理解

法律等の理解力

（分野は各社の業

務上の必要等に応

じる）

企業人と

しての基

本的能力

法務人材

として身

につける

べき法的

素養

(管理職

及び経営

職につい

ては、経

営に携わ

る法務人

材として

身につけ

るべき素

養)

IT活用等を含め、情報を収

集して（ヒアリング力含

む）、事実を把握でき、

法的な知識に基づき、必

要な規範を特定・解釈

し、事実の分析とあては

め、リーガルリスクの評

価ができ、これを表現す

る力

要求レベル及び要件

法務業務

情報収集・法的分

析力

文書起案力

プロフェッショナル

としての倫理

・企画立案、管理統率業務ができる。

・グローバル及びローカルの双方の観

点から、会社事業に関連する重要な法

令・規制、執行のトレンドを適時に把

握することができる。

・上記を踏まえて、会社への影響を的

確に判断するとともに、社内への情報

発信・社員への啓蒙の必要性、関連す

る法令の遵守体制の整備・強化の必要

性等を判断し、適時にこれを実行、あ

るいは経営への提言を行うことができ

る。

・上記目的のために、各地域におい

て、重要な法分野ごとに、最適な弁護

士、その他の外部専門家の起用体制の

整備を行うことができる。

・会社に重大な影響を及ぼす法分野に

ついては、自らこれに精通するととも

に、必要に応じ、経営に対し、発信・

解説・注意喚起を行うことができる。

・個々の法務部員に対し、法務専門性

の向上に向けた努力を行うよう常に鼓

舞するとともに、法務専門性強化のた

めの効果的な研修を設計し、実行に移

すことができる。

・法務関連に限らず、必要な知識が得

られる機会には積極的に参加し、自社

の立ち位置を外部に示すことができ

る。

・会社経営の在り方を、法務の知識を

活用しつつ、それを越えた視点で、経営

学、会計・税務など隣接分野を含む知

識も活用しながら、経営全般について

常に的確な経営判断ができるよう、知

識の集積や自己鍛錬を行うことができ

る。

・法務を起点として、経営全般に関する

社外の優秀人材との人的ネットワーク

を構築し、会社経営に有益な情報・見

解を適宜入手することができる。

・業務において必要な知識を教えるこ

とができる。

広く企業経営に関わる法務人材を念頭に「スキルマップ」の一般的なフレームワークを示す趣旨で作成した。各社の状況に応じ、例えば、法務の職種を複数に分割して職種毎に特化したものを作成した

り、スキルやマインドを詳細にする、職位をより詳細化するなど、適宜にカスタマイズして作成することが望まれる。

内容

スキルマップは、法務人材と上長が、本人の成長の進捗を評価・確認する際や、キャリアプランを定期的に話し合う際に活用するツールであるとともに、本人にとっても、自分が目標とする職位に到達す

るために強化すべき事項を確認するための道標としても活用できる。

縦軸の項目の構成としては、前段は、法務人材として求められる基本的能力を示し、後段は、本報告書において企業法務が実装すべき機能として列挙する三つの機能ごとに、その機能発揮のために求められ

る能力を示している。

横軸の「スタッフ」の項目は、法務部門人員が充実している企業の法務部門の若手から中堅までのスタッフや通常の専門職レベルまでの職員が該当し、「プロフェッショナル（専門職）」の項目は、同企

業法務部門のシニア専門職や高度専門職レベルの職員が該当することを想定している。

横軸に、左から「スタッフ」、「プロフェッショナル」、「マネジメント（管理職）」、「GC、CLO、法務出身CEOなど」を並べているが、左から右に単線的に職位があがるというものではなく、「プロ

フェッショナル（専門職）」と「マネジメント（管理職）」は職位として並び立つ位置付けである（いわゆるデュアルラダー）。よって「スタッフ」中の上級者が「マネジメント（専門職）」に進むこと

や、「プロフェッショナル（専門職）」中の上級者が直接「GC、CLO、法務出身CEOなど」に進むこともあり得る。



・他部門の会議参加や職制等を活用

して、他部門から事業の動向等の情

報収集（ヒアリング含む）、情報共

有ができ、他部門からの相談を集め

られる。

・公式的なルートに限らず広く人的

ネットワークを活用し、他部門から

の情報収集・共有ができ、他部門か

らの問題提起を待つのではなく、自

ら問題点の指摘や代替案の提案がで

きる。

・社内の情報や人のリソースを適切

に選択し、仕事を割り振ることがで

きる。

・戦略的にリソースを開拓でき、関

係組織全体を含めた段取りを主導的

に調整・管理できる。

・リスクとベネフィット

のバランスを含めて、現

実的かつ妥当な解決策を

提案できる力

・法的課題に対し、法的な適否を踏

まえて解決策の選択肢を整理し、上

長の確認を経て実施策の立案ができ

る。

・法的にも事業的にも妥当で、実現

可能な実施策（または代替策）を自

ら提案できる。

・紛争対応においては、法的立場の

強弱、経済合理性、事業への影響等

を踏まえて、現実的な防御策・解決

策を提案できる。

・対外交渉を行える力。 ・上長のサポートを受けつつ、交渉

役を務めることができる。

・担当案件の交渉役として、関係者

と組成する交渉チームに法務を代表

して参加できる。

・外国語を使う他、相手

方や相手方企業の異なる

文化的背景等を理解し、

交渉できる力

・上長のサポートを受けつつ、外国

語の契約その他の文書のドラフトが

でき、書面で相手に説明できる。

・英語で主体的に交渉・意見表明で

きる。

・チームの人々に共通の

目標を理解させて、達成

のためのベクトルを合わ

せられる調整力

・法務チームの達成目標の設定につ

いて、チーム内でのコミュ二ケー

ションをリードできる。

・経験の浅いチーム員に対し、適切

な指導・サポートを行うことができ

る。

・法務チームが達成すべき実現目標

を提示し、これをチーム全体に浸透

させることができる。

・目標達成に向けて、チーム員を鼓

舞する、ビジョンを示すなどして、

自らのチームをリードすることがで

きる。

・適切な人材育成・指導、評価がで

きる。

・チームの状況・課題等につき、適

時・的確に上長に報告を行い、より

良きチームマネジメントに繋げるこ

とができる。

・現行法や解釈が予定して

いない領域を分析してロ

ジックを考えることで、

踏み込める領域を広げ

る、ルール自体を変更す

る能力

・問題となる分野の法の制定過程等

を調査できる。

・新たなビジネスモデルの設計にお

いて、現行法上問題となる点を整

理・検討することができる。

・問題となる分野の法の趣旨目的に

遡って検討、法趣旨や解釈が守ろう

とする本質を理解し、現在の状況と

の差異を理解し、これに反しない形

でビジネスモデルを設計・提案する

ことができる。

・上記の設計・提案について、所管

府省に対し、グレーゾーン解消制度

等の活用、解釈変更の了解、法令の

修正変更等の働きかけ（ロビイング

活動）を計画・実施できる。

・左記ロビイング活動について、業界

団体をまとめ上げ、経営陣に提言等を

行い、業界団体として、リーダーシッ

プを取って活動を実施できる。

・法務部門のクリエーション機能の強

化のため、創造性の強化に向けた部員

のマインドセットの変革を主導するこ

とができる。

・法務部門のクリエーション機能の活

用のため、関係事業部と法務部間の連

携・協働を促し、新たなビジネスモデル

を創出する最適な体制を構築することが

できる。

・左記ロビイング活動において、必要に

応じ、自ら所管府省と折衝を行うとと

もに、業界参加企業の利害を調整しつ

つ、新たなビジネスモデルの実現に向

け、ルール変更及び新たな法的枠組み

の構築を主導することができる。

・事業と経営に寄り添っ

て、リスクの分析や低減

策の提示などを通じて、

積極的に戦略を提案する

能力

・事業部門の戦略決定の場におい

て、上長のサポートのもと、法的観

点を踏まえた提案を行える。

・担当案件に関し、事業の目的や戦

略を理解し、上長のサポートのも

と、交渉戦略の提案や交渉支援を行

うことができる。

・事業部門の戦略決定の場におい

て、法的観点を踏まえた提案を行え

る。

・担当案件に関し、事業の目的や戦

略を理解するのはもちろんのこと、

会社全体の事業戦略・ポートフォリ

オ戦略を踏まえながら、交渉戦略の

提案や交渉支援を行うことができ

る。

・戦略決定について、法的観点を踏ま

えて、経営陣への提案を行うことがで

きる。

・重要な経営判断を要する案件におい

て、会社全体の事業戦略・ポートフォ

リオ戦略を踏まえながら、経営に対

し、法的観点からのリスクの指摘、対

応策の説明・提案を行うことができ

る。

・事業部門との情報共有・連携を促進

するため、法務部門の最適な組織設

計・人材配置を考案し、実行すること

ができる。

・経営の立場から、社内での議論及び

ステイクホルダーとのコミュニケーショ

ン結果を踏まえた、最適な経営判断を

主導することができる。

・違反行為の防止、万一

の場合の対処などによ

り、価値の毀損を防止す

る能力

・上長のサポートのもと、実効性あ

るコンプライアンス体制の設計と実

施を行える。

・社内に違反行為があった場合に、

上長のサポートのもと適切に調査、

事実確認、法的分析を行うことがで

き、これらを踏まえて適切なダメー

ジコントロールを計画・実施でき

る。

・第三者との争訟が発生した場合、

上長のサポートのもと、防御・解決

方針の立案を行い、起用する外部弁

護士に対し、適切な指示を行うこと

ができる。

・実効性あるコンプライアンス体制

の設計と実施を行える。

・社内に違反行為があった場合に、

適切に調査、事実確認、法的分析を

行うことができ、これらを踏まえて

適切なダメージコントロールを計

画・実施できる。

・第三者との争訟が発生した場合、

防御・解決方針の立案を主導すると

ともに、最適な外部弁護士を起用

し、紛争解決に向けた主導的役割を

担うことができる。

・問題があれば、経営陣への説得を含

め、関係者に指摘をし、是正を求める

ことができる。（プロフェッショナル

としての倫理の項目での記載と同一）

・全社的なあるいはグループ全体とし

ての実効性あるコンプライアンス体制

の設計・構築を実行できる。

・社内に重大な違反行為があった場

合、適切に調査、事実確認、法的分析

を行ったうえで、適切なダメージコン

トロールを計画・実施するとともに、

必要に応じ、対外的なステークホル

ダーに対して、対応策等の説明を行う

ことができる。

・問題があれば、場合によっては職責を

賭してでも、経営陣を含めむ関係者の問

題行動をあらゆる手段を尽くして制止で

きる。（プロフェッショナルとしての倫

理の項目での記載と同一）

・ガーディアンの最高責任者として、グ

ループ全体のコンプライアンス徹底及

びコンプライアンス体制の強化・モニ

タリングを行うことができる。

・会社の危機が発生した場合、会社及

びグループのダメージコントロールのた

め、適切な対応策を経営に提案し、実

行をリードすることができる。

クリエーション

ナビゲーション

ガーディアン

価値創造

の手段と

しての

「調整」

に必要な

能力（広

義の「コ

ミュニ

ケーショ

ン」能

力）

（管理職

及び経営

職につい

ては、上

記に加

え、企画

構想力、

組織管理

能力、統

率力、戦

略性など

の能力も

含む）

【３つの機能を発揮するための能力】

交渉力

リーダーシップ能力

組織横断的行動力

解決策の整理・提

案力

・会社の基本的政策や方針に基づき組

織の運営を統括できる。

・会社の政策・方針の企画立案決定に

参画して、意見を述べることができ

る。社会状況やその変化を勘案して法

務が重点を置くべき会社の政策の優先

順位付けができる。

・経営陣との意思疎通の機会を確立

し、経営と法務の間の情報の橋渡しが

できる。

・部門をまたいだ調整ができる。

・組織内・組織間における円滑な報

告・連絡の仕組みを作ることができ

る。

・事業リスクを見極め、早期に対応策

を行うための情報発信ができる。

・最適な法務組織の在り方を常に考

え、最も効果的に機能発揮できるよ

う、組織設計、改革実行を行うことが

できる。

・法務部門の内外に対し、法務部の在

り姿やビジョンを発信することができ

る。

・法務人材が活き活きと活躍できるよ

う、部員を常にモチベートし、組織力

の最大化を図ることができる。

・全社的な法務ニーズを踏まえた、人

材の効果的な配置ができる。

・あるべき法務人材像を踏まえた、あ

るいは、様々な部署での法務人材の活

躍を想定した、適切な人材育成プラ

ン、活用プラン、評価システムを設計

し、実行に移すことができる。

・AI・IT活用を含め、法務業務の効率

化に向けた必要な業務遂行基盤の企

画・検討を行い、これを導入・整備す

ることができる。

・常に最適な外部弁護士を起用できる

よう、起用体制を整備し、必要に応じ

弁護士事務所との信頼関係の構築を行

うことができる。

・外部弁護士コストの管理を含め、法

務部門としてのコストを管理し、効率

的なマネジメントを行うことができる

等

・企業価値の維持のため、経営判断へ

のガーディアン機能を果たせる。全ての

部署の重要政策を把握し、優先順位を

付けて部門長とリスク分析を行い、必

要があれば政策を変更させる。

・企業価値向上のため、経営判断への

パートナー機能を果たせる。全ての部

署の重要政策を把握し、見落とされてい

ることがあれば法的・倫理的観点から

選択肢を提案する。

・「クリエーション」「ナビゲーショ

ン」「ガーディアン」機能の発揮が期待

できる法務人材の全社的な有効活用・

人材登用を計画し、実行することができ

る。かかる人材活用・登用により、会

社全体の法務リスク耐性・リスク感度

の強化・向上を図ることができる。

・他部門と協働した組織

的な行動（情報シェア、

ファシリテート、スケ

ジューリング等）ができ

る力


